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Ⅰ．中小企業の経営基盤の強化

〔減税規模：１，４００億円〕１．留保金課税の停止措置

、 、 。不良債権処理の加速化 資金調達環境の更なる悪化の中で 中小企業に残された手段は自己資本の充実

将来の投資に備え、内部留保を充実させ、中小企業の成長を促すため、留保金課税の停止措置を講ずる。

１．現行の留保金課税の概要

間接的に配当を促すため、同族会社（3人以下の株主で、持株

割合が50%以上となる会社）が内部留保した金額に対して、追加

的に課税する制度。

※留保控除額：以下の基準の中で最も大きい金額

所得基準額：所得×35%、定額基準額：1,500万円

積立金基準額：期末資本金の25%相当額－利益積立金

※税率：留保金額が年3千万円以下；10%､1億円以下；15%､1億円以上；20%

２．１５年度改正の内容

◆ 。自己資本比率５０％以下の中小法人（資本金１億円以下）について留保金課税を停止

これにより、 となる。→ 全中小法人の８割以上が課税停止の対象

※ なお、現行の以下の特例については、平成１５年度改正後も存続。
◇創業10年以内の中小企業及び新事業創出促進法認定企業については留保金課税を停止。
◇前年度の試験研究費及び開発費の対売上高比率が3%超の中小企業については、留保金課税を停止。

所  

得  

等
配　　当

社内留保

留保控除

留保金課税

法人税等

税率10％～20％
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〔減税規模：２６０億円〕２．中小企業技術基盤強化税制の拡充

日本の将来を支える中小企業の技術力強化を強力に推進すべく、中小企業技術基盤強化税制の恒久化
を図るとともに、制度を大幅に拡充する。

１．現行の中小企業技術基盤強化税制

◇中小企業の支出した試験研究費の１０％を税額控除。
（平成１０年４月の総合経済対策において税額控除率を引き上げ。６％→１０％）
◇適用期限は、平成１５年３月３１日まで。
【対象となる試験研究費】

（１）試験研究を行うために要する原材料費
（２）人件費（専門的知識をもって試験研究の業務に従事する者）
（３）経費（試験研究に使用する減価償却費を含む ）。
（４）委託研究費等

２．１５年度改正の内容

◆ 制度の恒久化を図るとともに、 （３％分は当面３年間の措置 （現行１０％）に引税額控除率を１５％ ）
き上げる。

◆ 併せて、 （現行１５％）に引き上げる。税額控除限度額を法人税額の２０％
◆ 新たに、 を認める。控除限度額を超えた試験研究費についての１年間の繰越控除

これにより、 され、新規市場の開拓→ 中小企業による活発な研究開発が強力に促進
など構造改革に資することとなる。
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〔減税規模：６００億円〕３．中小企業の少額資産損金算入制度の拡充

中小企業を対象に、あらゆる資産への投資を促進し、活力を引き出すため、損金算入できる少額

減価償却資産の価額要件を、思い切って３０万円まで引き上げる。

１．現行制度

◇ 取得価額１０万円未満の減価償却資産について、損金算入（即時償却）を認める。

２．１５年度改正の内容

取得価額要件を、対象資産の限定なく、◆ 投資年度に全額を損金算入できる少額減価償却資産の

３０万円に引き上げ。
。これまでで最高額の取得価額要件を実現

［参考］これまでの損金算入限度額の改正経緯
昭和２２年度 １千円
２６年度 １万円
３９年度 ３万円
４５年度 ５万円
４９年度 １０万円
６３年度 ２０万円

平成１０年度 １０万円

、→ これにより、中小企業の投資を促し 事業の効率化、ＯＡ機器等の取得・更新による

が図られる。中小企業の活力向上 需要の喚起に加え、
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〔減税規模：中小企業分２，０００億円( :7,000 )〕４．ＩＴ投資促進税制の創設 全体 億円

ＩＴ投資を促進することで、企画・開発・生産・販売等の全ての段階における企業経営の効率化と新た
なビジネス・モデルの創出を加速し、わが国産業の競争力を強化する。この分野は企業の潜在的な投資意
欲が高いことから、短期的な需要面での波及効果も期待できる。
なお、本制度は中小ベンチャー企業についても相当の活用が見込まれる。

制度の概要

◆ 全ての企業（青色申告企業）が行うソフトウェア及びハードウェアの双方の投資について、

・資本金３億円以下の法人 ソフトウェア投資（年間を通じた累計投資額が ）７０万円以上
ハードウェア投資（年間を通じた累計投資額が ）１４０万円以上

・資本金３億円以上の法人 ソフトウェア投資（年間を通じた累計投資額が６００万円以上）
ハードウェア投資（年間を通じた累計投資額が６００万円以上）

◆ 投資額の 又は、１０％の税額控除（法人税額の２０％を限度。限度超過分は１年間の繰越可能 ）。

取得資産の の選択適用を認める制度を創設する。５０％の特別償却

リース料金の総額の６０％について◆ リースについては、資本金３億円以下の法人に関して、
１０％の税額控除を認める。

対 象 と な る 資 産 及 び 設 備
ハードウェア（８設備）

ソフトウェア ①電子計算機、②デジタル複写機、③ファクシミリ、

、 、 、④ＩＣカード利用設備 ⑤デジタル放送受信設備 ⑥インターネット電話設備

⑦ルーター・スイッチ、⑧デジタル回線接続装置
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Ⅱ．中小企業再生円滑化税制

長引く不況の中で、経営の苦しくなった会社に対して、中小企業の社長等が自らの私財をなげうって、

個人保証債務を履行し、再建を目指す場合や、廃業していくが未だ会社が解散していない場合にも、その

私財譲渡益に対する所得税の非課税措置が図られるよう、運用基準を明確化する。

現状 上記のような場合、税理士等実務家の間では、事実上、会社が解散していないと、所得税の非課税措

置が認められないといわれてきた。

［所得税法第６４条（資産の譲渡代金が回収不能となった場合等の所得計算の特例 ］）

運用基準の明確化

以下のような場合でも所得税の非課税措置が認められ保証債務を履行し、求償権を放棄した場合に、

（平成14年12月25日 課資3-14，課個2-31，課審5-17）うることを明記した通達等を発出。運用基準を明確化。

会社を再建しようとするために、求償権を放棄する場合①

未だ会社が解散していない場合② 廃業していくが、

（詳細は次頁参照）＜明確化される運用基準の概要＞
法人がその求償権の放棄後も存続し、経営を継続している場合でも、次のすべての状況に該当すると認められると

きは、その求償権は行使不能と判定される。
１）その代表者等の求償権は、代表者等と金融機関等他の債権者との関係からみて、他の債権者の有する債権と同
列に扱うことが困難である等の事情により、放棄せざるを得ない状況にあったと認められること。
２）その法人は、求償権を放棄（債務免除）することによっても、なお債務超過の状況にあること。

→ これにより、経営の傾いた するとともに、仮に、倒産中小企業の再生が円滑化

やり直しができるような環する場合においても、身ぐるみはがされることなく、

が図られる。境整備
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［国税庁の通達（当庁からの照会と回答 ］）

① その代表者等の求償権は、代表者等と金融機関等他の債権者との関係か平成14･12･18中庁第１号
らみて、他の債権者の有する債権と同列に扱うことが困難である等の事情に平成１４年１２月１９日
より、放棄せざるを得ない状況にあったと認められること。
これは、法人の代表者等としての立場にかんがみれば、代表者等は、他の国税庁課税部長 村上 喜堂 殿

債権者との関係で求償権の放棄を求められることとなるが、法人を存続させる
ためにこれに応じるのは、経済的合理性を有する、との考え方に基づくもので中小企業庁事業環境部長 齋藤 浩
ある。

保証債務の特例における求償権の行使不能に係る税務上の取扱いについて ② その法人は、求償権を放棄（債務免除）することによっても、なお債務超過の
状況にあること。

標記について、下記Ⅰのとおり解して差し支えないか、貴見を伺いたく照会申し これは、求償権の行使ができないと認められる場合の判定に際しての考え
上げます。 方である。
また、本特例措置に関して税務署に納税者等から相談があった場合は、下記Ⅱ なお、その求償権放棄の後において、売上高の増加、債務額の減少等が

の対応が採られるものと承知していますが、念のため照会申し上げます。 あった場合でも、この判定には影響しないことになる。

（趣旨） ２ その法人が債務超過かどうかの判定に当たっては、土地等及び上場株式等の
保証債務の求償権の行使不能における所得計算の特例規定（所得税法第６４ 評価は時価ベースにより行う。

条第２項）は、保証債務を履行するために行われた個人保有資産の譲渡に係る所 なお、この債務超過には、短期間で相当の債務を負ったような場合も含まれる。
得について、求償権の行使が不能となった場合には、実質的な担税力が喪失する
ことを勘案して設けられているものである。したがって、法人の経営が行き詰まった Ⅱ 特例の適用に関する相談等の対応
ため、法人の代表者等が、その法人の債務に係る保証債務を履行した場合で、求 保証債務の特例に関して相談があった税務署においては、仮に確定申告時点に
償権を行使することができなくなるケースにも適用されることが想定される。 おいて求償権行使不能と判定されない場合であっても、その後、求償権が行使不能
しかしながら、本特例が適用できるかどうかの判定については、法人が解散しな な状態に陥ったときには、所得税法第１５２条による更正の請求ができるのである

い限り適用できないのではないかという認識が実務界にあることから、実態として から、その旨及びその手続等について説明する。
当該規定の適用を見送る例があると承知しているところである。 また、納付困難との申し出があった場合には、納付についての相談に応じる。
昨今の企業倒産件数の増加等も踏まえ、当該規定の趣旨を十分実効あるもの

とするためには、代表者等が求償権を放棄することにより、法人の再建を目指す
課資3－13場合や、廃業に向かいつつもまだ法人が解散に至らない場合にも、本規定の適用
課個2－30があり得ることを明確にするとともに、その周知を図るために照会するものである。
課審5－16
平成14年12月25日記

中小企業庁 事業環境部長Ⅰ 求償権行使の能否判定の考え方
齋藤 浩 殿主たる債務者である法人の代表者等が、その法人の債務に係る保証債務を履

行した場合において、所得税法第６４条第２項におけるその代表者等の求償権行
国税庁 課税部長使の能否判定等は、次による。

村上 喜堂
１ 求償権行使の能否判定は、他のケースと同様、所得税法基本通達５１－１１

保証債務の特例における求償権の行使不能に係る税務上のに準じて判定する（所得税法基本通達６４－１）。このうち、同通達５１－１１（４）に
（平成14年12月19日付照会に対する回答）ついては、その法人がその求償権の放棄後も存続し、経営を継続している場合 取扱いについて

でも、次のすべての状況に該当すると認められるときは、その求償権は行使不能
標題のことについては、貴見のとおりで差し支えありません。と判定される。
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〔減税規模：５００億円〕Ⅲ．交際費支出の損金算入限度額の拡大

中小企業の活力を引き出し、需要を喚起すべく、中小企業の交際費支出の損金算入限度額を拡大する。

１．現行の交際費課税の概要

◇ 交際費は原則損金不算入。ただし、資本金５千万円以下の中小企業の年４００万円までの交際費支出

額のうちの８割の損金算入を認める。

２．平成１５年度改正の内容

◆ の中小企業について、資本金５千万円以下

損金算入できる範囲を年４００万円の 。９割までに拡大

◆ の中小企業についても、資本金５千万円～１億円

新たに、年４００万円までの交際費支出額のうち９割

の損金算入を認める。

（参考）

資本金５千万円以下 ： ２１５万法人に裨益 （交際費支出総額２兆５０００億円）。

資本金５千万円～１億円： ４．６万法人に裨益 （交際費支出総額 ２３００億円）。

これにより、 。→ 中小企業と地域経済の活性化を図り、消費の喚起にもつながる

５千万円 １億円資本金→

↑
支
出
交
際
費

４００万円

８０％損金算入
（現　行）

拡
充

新規

新たに
年間４００万円まで
９割損金算入

９割まで
拡大
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Ⅳ．事業承継税制の拡充

１．自社株に対する軽減措置の拡充

自社株に対する軽減措置の諸要件を見直し、より多くの人が、より大きな軽減措置を受けられるよう、

拡充措置を講ずる。

これにより、 とともに、 こととなる。→ 利用できる者が相当程度増える 軽減額も拡充される

• 選択要件：　小規模宅地特例と自社株特例のどちらかしか
利用できない。

• 対象会社要件：　発行済み株式総額１０億円以上（相続税
評価額ベース）の会社は特例を利用できない。

• 被相続人要件：　本人とこれと生計を一にする者（妻など）
とだけで、５０％以上を保有していないと特例を利用できな
い。

• 相続人要件：　申告期限まで自社株式を保有していること。
申告期限を経過するときに役員として経営に参画している
こと。

• 軽減対象の上限：　発行済み株式総数の３分の１まで、３
億円までしか特例が適用されない。

• 軽減率：　相続税の課税価格の１０％を軽減。

発行済み総額２０億円未満の会社まで
利用できるよう対象拡充

同族関係者（６親等内の親族等）で
５０％超保有していれば利用できるよ
う要件緩和

一定の範囲内で、宅地と株の特例を
両方利用できるよう見直し

発行済み株式総数２／３の株式まで
特例対象となるよう拡充

＜現行要件＞　　　　　　　　　　　　　　　　　 　＜拡充・強化の方向＞
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（参考）自社株に対する軽減措置の拡充

[改正後]

３千万円

２千万円

１千万円

９億円 １０億円６億円３億円

発行済み株式総額
１０億円超は特例を
利用できず

発行済み株式
総数の１／３
までしか適用
されない

発行済み株式総額

軽
減
額

軽減対象範囲
株価が高く、業績のよい企
業ほど使えない

特別決議の必要な2/3を保有するのが通常
で、多くが1/3上限に制約されている

[現行]

３千万円

２千万円

１千万円

９億円 １０億円４．５億円３億円

発行済み株式総数の
２／３まで引き上げ

発行済み株式総額

軽
減
額

軽減対象範囲

２０億円

対象会社が大幅に
拡充

相続資産の比較的大きな層には
相続税最高税率引き下げ
によるメリットが大きい
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2．自社株特例と小規模宅地特例の選択要件の見直し

【現 行】◇自社株特例と小規模宅地特例のどちらかしか利用できない （選択制）。
【改正後】◆小規模宅地特例を利用して、特例の上限（事業用であれば４００㎡）に満たない場合は、

上限に満たない部分の割合（２００㎡利用であれば１／２）を自社株特例の上限（３億円
または発行済株式総額の２／３のうち低い方）に乗じた額を限度として、自社株特例の利
用を可能とする。

（例１）自社株１．５億円（発行株式総額３億円 、事業所２００㎡を相続する中小企業経営者の場合）

【現 行】 【改 正 後】

◇小規模宅地だけ ◇自社株だけ ◆小規模宅地 ◆自社株

上限４００㎡ 上限３億円 （４００㎡－２００㎡）／４００㎡＝ ３億円×１／２＝１億５千万円１／２

又 １億５千万円
（１０%軽減）

＋は
２００㎡ １．５億円 ２００㎡
８０％軽減 １０％軽減 （８０％軽減）（ ） （ ）

（例２）自社株３億円（発行株式総額３億円 、事業所２００㎡を相続する中小企業経営者の場合）

【現 行】 【改 正 後】

◇小規模宅地だけ ◇自社株だけ ◆小規模宅地 ◆自社株

上限４００㎡ ３億円(注) （４００㎡－２００㎡）／４００㎡＝ ２億円×１／２＝１億円１／２

又 １億円（10%軽減）

＋２００㎡ は ２億円 ２００㎡上限
８０％軽減 １０％軽減 （８０％軽減）（ ） （ ） 2/3

(注)2/3要件により2億円が上限。
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3．自社株特例の生前贈与分への適用

これまで自社株特例については、生前贈与された財産には適用されなかったが、今般の相続税・贈与税

の一体化措置に伴い、一体化措置を選択した場合には、生前贈与分への特例の適用を認めることとする。

→ これにより、 される。生前贈与が促進され、円滑な事業承継が実現

一体化措置の概要

＜基本骨格＞生前贈与を受けた者について、相続時に、それまでの贈与財産と相続財産とを合算して計算した相続税額から、既に
支払った贈与税相当額を控除することにより、贈与税と相続税との間の精算を行う新たな制度を導入する。本制度は
現行制度との選択制とする。

＜贈与者＞満６５歳以上の親

＜受贈者＞満２０歳以上の子である推定相続人（代襲相続人を含む。）

＜贈与税率＞一律２０％（相続時に相続税で精算）。

＜贈与税非課税枠＞２５００万円までの贈与について多年分にわたり利用できる非課税措置（特別控除等）とする。

平成○年　　　　　　　　　　平成△年　　　　　　　　　　贈与者の死亡時

贈与
A

贈与
B

相続
C

　　　Ａ×２０％　　　　　　　　　　Ｂ×２０％　　　　（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×相続税率－（ａ＋ｂ）
　　⇒納付税額ａ　　　　　　　　⇒納付税額ｂ　　　　　　　　　　〔相続税で精算〕

(注）この図はイメージであることから、基礎控除等は省略している。

一体化措置を
選択した場合
（相続時累積課税）

生前贈与分にも自社株特例を適用
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Ⅴ．創業支援税制（エンジェル税制）の拡充

エンジェル税制の抜本的拡充

ベンチャー企業への金融・証券税制の一元化に向けた大きな改革の中で、我が国経済活性化の源泉たる
するとともに、最も制約要因となっているとい投資に限り株式譲渡益の範囲で特別控除を行う制度を創設

われる 。適用要件についても大幅に見直す

【改正内容】
◆特別控除制度の創設
ベンチャー企業への投資額につき、同一年分の株式譲渡益額を限度として、株式譲渡益額から特別控除

することを認めるとともに、当該ベンチャー企業株式の取得費から当該特別控除額を減額する。

◆適用要件の見直し
・ベンチャー企業の要件：外部資本要件を「１／３→１／６」に緩和する。
・エンジェルの要件：公開後１年以内譲渡の要件を公開後３年以内譲渡に緩和する。

【制度の効果】
投資段階（＝入口）におけるインセンティブを付与することにより、株式譲渡益を活用したベンチャー

企業への再投資による株式市場の活性化という「好循環」が形成。同時に適用要件を見直すことにより対
象企業が拡大。

　株式譲渡益の発生

ベンチャー企業へ
３００万円投資

譲渡益から投資額を控除

５００万円 ３００万円

平成１５年度
（エンジェルのポートフォリオ投資）

平成１５年度の確定申告

３００万円を株式譲渡益
から特別控除

２００万円だけが申告すべき
株式譲渡益

【投資段階】

〈取得価額の減額〉
�ベンチャー企業投資にかかる取得
　価額から特別控除額分を減額

ベンチャー企業株式の売却
（例：６００万円で売却）

３００万円

６００万円が申告すべき
株式譲渡益

【売却段階：現行エンジェル税制とも併用可】

ただし、１／４圧縮可能
（現行エンジェル税制の特例）

１５０万円

取得価額は
０円に減額
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Ⅵ．外形標準課税について

。（ ）資本金１億円超の法人を対象に法人事業税への外形標準課税の導入が決定 平成16年度から導入

法人事業税の税率を9.6%から7.2%に引下げ。◆

代わりに1/4部分について、外形標準課税を導入 （付加価値割：資本割＝2：1）◆ 。

※「付加価値割 ：賃金＋支払利子＋支払賃借料＋単年度損益、 「資本割 ：資本金＋資本準備金」 」

「付加価値割」については、賃金が一定割合を超える企業の課税ベースを圧縮。◆

「資本割」については、事業に比して資本が大きな企業に配慮。◆

①課税ベースから持株会社の子会社株式を除外。
②資本金等が１千億円を超える企業については、資本金等規模に応じて課税ベースを圧縮。

［改 正 後 ］［現 行 ］

所 得 × ９．６％ 所 得× ７．２％

所 得基 準

［資 本金 ＋資本準備金 ］

「法 人 事業 税 」の外形標準課税化

［賃金 ＋支払利子 ＋支払賃借料 ＋利益 ］

２２

 １１

１１

３３

外形基 準

資 本割 ･･× ０．２％

付 加価 値割 ･･× ０．４８％
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Ⅶ．消費税中小企業特例等

小規模な事業者の事務負担への配慮から設けられた消費税の中小事業者特例（免税点制度、簡易課税制

度）について、見直しを行う。

１．免税点制度及び簡易課税制度の概要

◇免税点制度： 売上高３千万円以下の事業者は免税。

◇簡易課税制度：売上高に、業種に応じたみなし仕入れ率を乗じて、簡易に消費税額を算出するもの。現

行は、売上高２億円以下の事業者が対象。

＜簡易課税における納付税額の計算方法＞

売上高 × ５％ － 売上高 × みなし仕入れ率 × ５％ ＝ 消費税納付税額

＜簡易課税におけるみなし仕入れ率＞

卸売業：90%、小売業：80%、製造業等：70%、サービス業等：50％、その他事業：60%

２．平成１５年度改正の内容

◆免税点制度 ：適用上限の引下げ ３，０００万円以下 → １，０００万円以下

◆簡易課税制度：適用上限の引下げ ２億円以下 → ５，０００万円以下

， （ ） 、◆申告納付回数：直前の課税期間の年税額が６ ０００万円 地方消費税込み を超える事業者について

年４回申告納付から毎月申告納付（年１２回）

◆適用期間 ：平成１６年４月１日以後開始する課税期間から適用

◆総額表示方式：消費税法において、値札、チラシやカタログ等で商品、サービス等の価格をあらかじめ

消費者に対して表示する場合には、消費税額を含めた価格の総額を明らかにすることを

義務づけ （平成１６年４月１日から）。
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事業者免税点制度の見直し

消費税の事業者免税点制度は、小規模な事業者の事務負担等への配慮から設けられたものであるが、今◆
般、消費税に対する国民の信頼性、制度の透明性を向上させる観点から、現行３，０００万円の事業者免

税点の水準を１，０００万円に引き下げる。

事業者免税点制度の適用状況（平成１２年度）

（万者）

現 行 免 税 事 業 者

売 上 高 １千万円以下 ２千万円以下 ２千万円超 計 課税事業者 事業者計

～１千万円超

１８４ ６０ ２８ ２７２ ５４ ３２６

個人事業者

(31.0%) (10.2%) (4.6%) (45.8%) (9.0%) <54.9%>

４８ ２６ ２２ ９６ １７２ ２６８

法 人

(8.0%) (4.4%) (3.8%) (16.1%) (29.0%) <45.1%>

２３１ ８６ ５０ ３６８ ２２６ ５９３

計

(39.0%) (14.5%) (8.4%) (62.0%) (38.0%) <100.0%>

累積割合 39.0% 53.5% 62.0%（ ）

（注）網掛け部分が改正後の免税事業者。

（出典：政府税制調査会資料）
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（参考）免税点制度関係

＜免税点制度と「益税」の関係＞ ＜ＥＵ加盟国における事業者免税点制度＞

免税事業者が消費税分として仕入価格の上昇分を上回る 国 名 免 税 点 の 水 準 税率

価格の引き上げを行ったとすれば、その差額に相当するい フランス 前歴年310万円かつ当暦年350万円 19.6

わゆる「益税」が発生する。一方、適正な転嫁がなされてい ドイツ 前歴年191万円かつ当暦年575万円 16.0

れば、いわゆる「益税」は発生しない。仕入価格の上昇分 イギリス 直前1年1,028万円又は以降1年991万円 17.5

を転嫁できなければ、いわゆる「損税」が発生する。 フィンランド ９５万円 22.0

デンマーク ３２万円 25.0

付加価値額 Ａ ← 現行制度 オランダ 年税額20万円以下は納付税額を軽減 19.0

による減収 スウェーデン なし 25.0

Ｂ ルクセンブルク 115万円 15.0

仕入額 転嫁 ベルギー 64万円 21.0

アイルランド 584万円（サービス業は292万円） 20.0

本体価格 消費税 イタリア 30万円 20.0

①Ａ＋Ｂを消費者に転嫁すれば、Ａは益税。 オーストリア 125万円 20.0

②Ｂのみを消費者に転嫁すれば、益税なし。 スペイン なし 16.0

③Ｂすらも消費者に転嫁できない場合は、損税。 ポルトガル 114万円 17.0

ギリシア 204万円 18.0

（２００２年８月現在）
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簡易課税制度の見直し

、 。◆ 中小事業者の事務負担への配慮から設けられている簡易課税制度について 以下のような見直しを行う

＜現 行＞ ＜見直し後＞

適用上限額の引き下げ： 売上高２億円以下 → 売上高５０００万円以下

（平成１６年４月１日以後に開始する課税期間について適用）

（万者）簡易課税制度の適用状況（平成１２年度）

現 行 簡 易 申 告 者

売 上 高 3千万以下 5千万以下 1億以下 1億超 計 一般申告者 事業者計

～3千万超 ～5千万超

８ １３ ８ ２ ３１ ２２ ５４

個人事業者

(3.6%) (6.7%) (3.6%) (0.9%) (13.9%) (9.9%) <23.8%>

１０ １９ ２７ １９ ７５ ９７ １７２

法 人

(4.5%) (8.3%) (11.9%) (8.6%) (33.3%) (43.0%) <76.2%>

１８ ３２ ３５ ２２ １０６ １１９ ２２６

計

(8.1%) (14.0%) (15.5%) (9.5%) (47.1%) (52.9%) <100.0%>

累積割合 8.1% 22.1% 37.6% 47.1%（ ）

（注）網掛け部分が改正後の簡易申告者。

（出典：政府税制調査会資料）
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（参考）簡易課税制度関係

＜簡易課税制度と「益税」の関係＞

＜ＥＵ加盟国における簡易課税制度＞

ドイツ ： 前暦年 ６６２万円以下（売上に平均率（みなし仕入れ率）を乗じて仕入れに係る税額

を計算する平均率課税制度）

イギリス： 特定の小売業者に対して売上税額の簡便計算を認める特例は存在するが、我が国のよう

な仕入れ税額の簡便計算を認める特例は設けられていない。

フランス： なし
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申告納付回数の見直し

消費税の預り金的性格に鑑み、いわゆる運用益問題の解消に資するため、申告納付回数を見直す。

見直しの内容： 直前の課税期間の年税額が６千万円（地方消費税分を含む）を超える事業者について、
年４回申告納付 → 毎月申告納付（年１２回）

（確定１回、中間３回） （確定１回、中間１１回）

【現 行】 【改正後】

年税額 年１２回
６，０００万円超 確定申告１回

年４回 年税額 中間申告11回
確定申告１回 ５００万円超
中間申告３回 年税額 年４回

５００万円超 確定申告１回
６，０００万円以下 中間申告３回

年２回 年税額 年税額 年２回
確定申告１回 ６０万円超 ６０万円超 確定申告１回
中間申告１回 ５００万円以下 ５００万円以下 中間申告１回

年１回 年税額 年税額 年１回
確定申告１回 ６０万円以下 ６０万円以下 確定申告１回
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総額表示の義務づけ

取引価格の適正な表示を図るため、平成１６年４月１日から、消費税法により、総額表示を義務づける。
、 、 、ただし 総額表示の義務づけは 値札や広告などに消費税額を含めた価格の表示を義務づけるものであって

「消費税額」や「税抜価格」を合わせて表示することを妨げない。また、総額表示の対象となるのは、値札
や広告など、あらかじめ消費者に対して価格を表示する場合であって、レシート（領収書）や請求書におけ
る価格表示の変更を求めるものではない。

［参考１］総額表示方式の諸類型 （政府税制調査会資料より）

１０，２９０円（本体価格９，８００円、消費税等４９０円）

１０，２９０円（うち消費税等４９０円）

１０，２９０円（本体価格９，８００円）

１０，２９０円（税込）

１０，２９０円

９，８００円（税込１０，２９０円）

［参考２］主な欧州諸国における価格表示（対最終消費者） （各国日本大使館等調べ）

フランス ドイツ イギリス フィンランド デンマーク スウェーデン オーストリア

表示方式 総額表示 総額表示 総額表示 総額表示 総額表示 総額表示 総額表示

税 率 １９．６％ １６％ １７．５％ ２２％ ２５％ ２５％ ２０％

税導入年 １９６８年 １９６８年 １９７３年 １９６４年 １９６７年 １９６９年 １９７３年
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中小事業者特例等の見直し実施時期

それぞれの制度見直しの実施時期は以下のとおり。

◆ 免税点制度の適用対象上限の引き下げ ： 平成１６年４月１日以後開始する課税期間から適用

◆ 簡易課税制度の適用対象上限の引き下げ： 〃

◆ 申告納付回数の見直し ： 〃

◆ 総額表示方式 ： 平成１６年４月１日から

H15.3 H16.4 H17.1 H18.3H17.12

税法改正 改正法施行

課税初年度

消費税納付

○　個人事業者の場合

（年１回納付の場合）
免税事業者 課税事業者

簡易課税 本則課税

総額表示義務づけ

H15.3 H16.4 H17.5H17.3

税法改正 改正法施行

課税初年度

消費税納付

○　法人（３月決算）の場合

（年１回納付の場合）
免税事業者 課税事業者

簡易課税 本則課税

総額表示義務づけ
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Ⅷ．その他の中小企業関連租税特別措置

【国税関係】

◆中小企業等基盤強化税制について所要の見直しを行った上で、適用期限を２年間延長する。

◆中小企業創造的事業活動促進法の認定事業者に係る欠損金の繰越期間の特例措置の適用期限を２年間延長

する。

◆中小企業経営革新支援法に規定する経営基盤強化計画を実施する特定組合等の構成員の機械等の割増償却

制度について適用期限を２年間延長する。

◆商業施設等の特別償却制度

①中小小売商業振興法に基づいて整備される商業施設等の特別償却制度について所要の見直しを行った上

で、適用期限を２年間延長する。

②中小企業流通業務効率化促進法に基づいて整備される商業施設等の特別償却制度について基本指針の改

正に伴う拡充を行った上で、適用期限を２年間延長する。

◆中小企業等の貸倒引当金の特例措置について適用期限を２年間延長する。

◆事業協同組合等の留保所得の特別控除制度について適用期限を２年間延長する。
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◆商工組合中央金庫及び信用保証協会の抵当権設定登記等の登録免許税の軽減措置について適用期限を２年

間延長する。

◆事業化設備等投資促進税制について所要の措置を講じた上で、中小企業等基盤強化税制に統合する。

◆中小企業者の機械等の特別償却制度を中小企業投資促進税制に統合する。

【地方税関係】

◆中小企業者等の試験研究費に係る法人住民税の特例措置について税額控除率の引き上げ等に伴う拡充を

行った上で、適用期限を２年間延長する。

◆中小企業創造的事業活動促進法に規定する認定組合等が実施する技術開発及びその成果の事業化のための

施設に対する事業所税の資産割に係る課税標準の特例措置について所要の見直しを行った上で、適用期限

を２年間延長する。

◆中小小売商業振興法に規定する高度化事業計画（商店街整備等支援計画を除く）に基づき設置する共同施

設に対する事業所税の資産割に係る非課税措置について所要の見直しを行った上で、適用期限を２年間延

長する。
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（参考）平成１５年度税制改正において創設・拡充された中小企業関連税制措置

の減税規模一覧

１．留保金課税の停止措置 １，４００億円

２．中小企業技術基盤強化税制の拡充 ２６０億円

３．中小企業の少額資産損金算入制度の拡充 ６００億円

４．ＩＴ投資促進税制の創設 ２，０００億円

５．交際費支出の損金算入限度額の拡大 ５００億円

その他（事業承継税制の拡充、中小企業再生円滑化税制）

○ 合 計 ４，７６０億円


